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D-ACT 工法 技術標準プロトコル解説書 

データ駆動型 環境診断および総合汚染レストレーション（環境復旧）システム 
第 2 版（科学的厳密性・法的整合性 改訂）／株式会社 Be クリーン 

■ 主張強度タグの定義（本書内の技術的記述に付記） 

【定説】学術的・規格上に確立された事項 【経験則】当社の実務知見に基づく事項 【私見・

社内基準】当社が独自に設定する検収基準・判断 

 

1. はじめに 

従来の室内脱臭・除菌業界における最大の課題は、施工の成否が「作業員の嗅覚」や「経験」

といった主観的かつ曖昧な感覚に依存していた点にあります。このため、施工後にニオイが再

発する「臭い戻り（リバウンド）」のトラブルや、保険会社・復旧交渉における損害額算出の

合理性の欠如が、長年指摘されてきました。 

D-ACT 工法は、これらの課題を化学・建築物衛生学の視点から解決するために開発された、

「証拠（エビデンス）に基づく汚染環境レストレーション（復旧）プロトコル」です。可能な

限り感覚的判断を排除し、デジタル計測器による環境診断から始まり、論理的アプローチによ

る原因制御、そして将来的な再発リスクの科学的な評価・抑制に至るまでを体系化していま

す。 

D-ACT 工法の核となる 4 大要素（ネーミングの定義） 

記号 要素 定義 

D 
Data-driven（データ駆動

型数値化） 
客観的なデジタル測定データに基づく現状把握 

A 
Assessment（汚染環境診

断） 
建築物環境衛生の知見に基づく多角的なハザード解析 

C 
Contamination Control

（汚染物質制御） 
物理的除去と界面・化学反応による分子レベルの制御 

T 
Testing & Verification

（実証・検証） 
過酷試験によるリバウンド抑制の実証と、検出限界以下で

の安定確認 
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2. 脱臭工法から「汚染環境復旧工法」への転換 

D-ACT 工法は、単なる「ニオイ消し」の技術ではありません。灯油漏洩事故、火災復旧、カビ

大量発生（真菌汚染）、孤独死（腐敗汚染）、シックハウス（有害 VOC）など、あらゆる室内

環境汚染に対応する総合 Restoration（環境復旧）システムです。 

対象となる危険因子を「化学的汚染」と「生物的汚染」に分類し、適切な計測機器を使い分け

るマルチハザード対応設計を採用しています。ただし両者は明確に二分されるものではなく、

孤独死・下水水害のように腐敗由来 VOC（化学）と微生物（生物）が併存する複合汚染が一般

的です。下表の「主軸指標」はあくまで代表例であり、実務では複数の指標を併用して評価し

ます。 

汚染タイプ 対象事案 主軸とする測定器・ハザード指標 

化学的汚染 
灯油漏洩、火災害、シックハウ

ス、油汚染 

・複合型ガス検知器（有害 VOC 濃度：

ppm） 

・ポータブル臭気測定器（臭気強度・PF

値） 

生物的汚染 
カビ（真菌）大量発生、下水水

害、孤独死現場 

・ATP 拭き取り検査（総バイオバーデンの

スクリーニング） 

・表面含水率計 

・エアーサンプラー（空中浮遊真菌：

CFU/m³） 

【定説】ATP 拭き取り検査は生物由来有機物（総バイオバーデン）の総量スクリーニング指標であ

り、真菌に特異的なものではありません。したがって真菌の定量・同定は、エアーサンプラー（空中

浮遊真菌 CFU/m³）等により別途担保し、ATP は清浄度の客観的な補助指標として位置づけます。 
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3. D-ACT 工法 標準施工プロセス（5 つのステップ） 

STEP 1 環境測定・可視化フェーズ（Data-driven） 

空間の汚染状態を可能な限り数値化します。複合型ガス検知器（XP-3320Ⅱ-V 等）により空間

内の揮発性有機化合物（VOC）を ppm 単位で測定し、安全基準のクリア状況を確認します。同

時にポータブル臭気測定器により、外気等の無臭状態を「ベース値」とした相対差分（Δ 値）

を算出し、人間が知覚する臭気強度を別軸で指標化します。 

STEP 2 表面リセットテストと解体範囲の論理的決定（Assessment） 

「本当に解体工事が必要か」をデータで示す、D-ACT 工法独自の診断です。疑わしい建材表面

を一時的に洗浄リセットしたうえで直上測定を行い、数値がリバウンド（再上昇）するかを確

認します。 

【解体範囲決定の数値化アルゴリズム】 

汚染中心部から外側へ向けて 30cm 間隔で表面直上測定を実施します。測定値が環境ベース値

（または安全基準値）と同等まで落ち着いた「安全確認地点」を特定し、そこからさらに「安

全マージン（＋15cm〜30cm）」を拡張したラインを、物理的解体・切断の境界線と定義しま

す。これにより過剰解体を防ぎ、保険会社に対しても客観的な根拠を提示できます。 

【経験則】測定の再現性を担保するため、表面直上測定は標準条件（表面からの離隔距離・静置時

間・換気状態）を別紙 SOP に規定して実施します。また、リセット洗浄に用いる薬剤は無臭・低揮

発性のものを選定し、洗浄剤自体が測定値に干渉しないことを前提条件とします。 

STEP 3 物質特性に応じた化学的・物理的アプローチ（Contamination Control） 

物理的な洗浄・解体後の残存物質に対し、分子レベルでのアプローチを行います。事前の VOC

測定で特定したガスの性質（酸性・アルカリ性・有機溶剤系等）に適合する薬剤を選定しま

す。なお、有機溶剤系 VOC（灯油・炭化水素・アルデヒド類等）は化学的な「中和」では低減

できないため、酸化・吸着・物理的除去で対応します。したがって本工程では、対象物質の性

質に応じて中和剤・酸化剤・吸着剤を使い分けます。 

高濃度オゾン燻蒸を行う場合は、感覚に頼らず容積から必要なオゾン量を逆算する「CT 値（濃

度×時間）管理」を徹底し、無人環境下で化学物質および菌体を酸化低減させます（計算式は

第 4 章③）。 
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STEP 4 ベイクアウトサイクルによる再発（リバウンド）リスクの抑制と安定確認
（Testing） 

引渡し後に「暖房をつけたらニオイが戻った」「夏場に室温が上がったら臭くなった」という

季節変動トラブルを防ぐため、施工期間中に過酷環境試験（ベイクアウト検証）を実施しま

す。 

大型ヒーターを用いて室内温度を意図的に 35℃〜40℃まで引き上げ、建材の微細な隙間や深部

に残存する微量 VOC を強制的に揮発させます。「加熱 → 測定 → 排気・オゾン分解」のサイク

ルを繰り返し、加熱してもガス検知器の数値が再上昇しなくなった（検出限界値以下でグラフ

がフラットに安定した）時点を終了条件とします。これにより、将来的な臭い戻りのリスクを

科学的に評価し、検出限界以下での安定状態を確認します。 

STEP 5 最終検証とエビデンス報告（Verification） 

すべてのレストレーション工程の完了後、STEP 1 と同一条件で再測定を包括的に実施します。

厚生労働省が定める室内濃度指針値（安全基準値）を下回っていること、およびデジタル臭気

測定器の Δ 値が当社の社内検収基準値以下に低下していることを実証します。施工前からの数

値推移をプロットした「レストレーション環境検証報告書」を作成し、法的交渉や検収のエビ

デンスとしてお渡しします。 
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4. 裁判・保険会社対応における検収基準の厳密性 

D-ACT 工法では、第三者（弁護士、裁判所、保険アジャスター、管理会社）に対して説明責任

を果たせるよう、表現・言葉の定義および検収基準を法的に厳密化しています。 

① 学術的・法的な表現の最適化 

「完全に無臭化」「物質を完全に消滅」「リバウンドを完全に否定」といった、科学的に証明

不可能な絶対的表現は、本書および対外文書を通じて一切使用しません。検収基準は「厚生労

働省の室内濃度指針値以下への低減」および「当社が設定する居住可能レベル目安（社内検収

基準）以下への低減」と定義し、立証可能な範囲に限定することで法的リスク管理を徹底しま

す。 

② 居住空間の検収基準（臭気強度 1.0〜1.5）の位置づけと科学的背景 

悪臭防止法は屋外（敷地境界）の規制であり、居住空間である室内には直接適用されません。

また「受忍限度」は、地域性・継続時間・暴露態様・社会通念等を裁判所が総合的に判断する

法的評価概念であり、特定の臭気強度値と一義的に結びつくものではありません。 

【私見・社内基準】そのため本工法では、臭気強度 1.0〜1.5 を「受忍限度そのもの」とは定義し

ません。これを、人が 24 時間滞在する密閉空間における居住可能レベルの目安として当社が設

定する社内検収基準として明確に位置づけます。 

【定説】その科学的背景として、ウェーバー・フェヒナーの法則（感覚の強さは刺激の対数に比例す

る）に基づく要求除去率を用い、臭気強度 1.0（やっと感知できるニオイ）〜1.5（何のニオイか分か

る程度）への到達を、安全・快適な居住可能レベルの目安としています。 

③ CT 値計算の論理式（理論設計値＋実測値の併記） 

オゾン燻蒸時の設計は、以下の管理式に基づき、ブラックボックス化を排した透明性の高い計

算書を添付します。 

CT = C × T 

理論設計値（初期到達濃度の目安）： 

C₀ ≒ G ÷ ( V × 2.14 ) 

・ C₀：初期到達濃度の目安 [ppm]（損失ゼロ・完全混合を仮定した上限値） 

・ T：燻蒸時間 [h] 
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・ G：オゾン総発生量 [mg]（＝オゾン発生速度 [mg/h] × 稼働時間 [h]） 

・ V：空間容積 [m³] 

・ 2.14：mg/m³ → ppm 換算係数（0℃・1atm 基準。20℃で約 2.00、40℃で約 1.87） 

【重要・自己分解の取扱い】 

上式は、オゾンの自己分解（半減期は室温で概ね 20 分〜数時間。湿度・表面負荷・被汚染物のオゾ

ン要求量により大きく変動）および被酸化物による消費を考慮しない理論上限値です。実環境での到

達濃度は、この理論値より低くなります。 

そのため理論値はあくまで初期設計の目安とし、燻蒸中はオゾン濃度ロガーで濃度を連続記録し、実

測濃度の時間積算による「実測 CT 値」をもって検収根拠とします。終了条件は、目標 CT 値の到達

に加え、STEP 4 のベイクアウト検証（検出限界以下での安定確認）の双方を満たすこととします。

これにより、理論計算と実測値の両面から立証可能なエビデンスを担保します。 

株式会社 Be クリーン 
〒079-8414 北海道旭川市永山 4 条 3 丁目 1 番 9 号 

TEL: 0166-40-3230 ／ FAX: 0166-40-3235 

保有資格：建築物環境衛生管理技術者（第 105968 号）、JDSA 認定指導員、IICRC-OCT 認定資格者 

等 
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